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○ 特定技能・育成就労制度では、制度の適切な運用を図るため、分野所管省庁が分野ごとに協議会を設置することとしており、受入れ
機関（特定技能所属機関・育成就労実施者）には、それぞれ、この協議会への加入を義務付け。

○ 特定技能制度の建設分野・工業製品製造業分野においては、外国人の適切かつ円滑な受入れのために、協議会の設置に加え、特定技
能所属機関は、分野所管省庁の登録を受けた法人（登録法人）に加入しなければならないとしている。なお、登録法人は、協議会の構
成員となる。

ポイント

○ 特定技能外国人・育成就労外国人の受入れに係る制度の趣旨や優良事例の周知
○ 受入れ機関、登録支援機関・監理支援機関等に対する法令遵守の啓発
○ 就業構造の変化や経済情勢の変化に関する情報の把握・分析
○ 地域別の人手不足の状況の把握・分析
○ 人手不足状況、受入れ状況等を踏まえた大都市圏等への集中回避に係る対応策の検討・調整（特定地域への過度な集中が認められる場
合の構成員に対する必要な要請等を含む）

○ 受入れの円滑かつ適正な実施のために必要な情報の共有等

協議会の主な活動内容

特定技能制度及び育成就労制度の分野別協議会について

協議会のイメージ （登録法人がある場合）
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特定技能制度における分野別協議会の状況について

所管
省庁

分野 協議会名 加入企業数 加入要件・確認方法 これまでの主要な協議会決定事項
加入企業に対する
相談体制・相談件数

(R4年度～R6年度の各年度)
加入企業への指導等の方法 法令遵守の啓発方法 協議会決定事項遵守の確認方法

協議会決定事項に
違反したときの措置

厚
生
労
働
省

ビ
ル
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

ビルクリーニング分野
特定技能協議会

806社
（令和7年度8月22日時点）

【加入要件】
ビルクリーニング分野に係る事業を営む者
　上記については、以下に該当する者とする。
・建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20号。以下「建築物衛生法」とい
う。）第12条の２第１項第１号に規定する建築物清掃業又は第８号に規定する建築物環境衛生総合管理
業の登録を受けた営業所

【確認方法】
厚生労働省ホームページ内申請フォームに必要事項を記載の上、厚生労働省健康・生活衛生局生活委衛
生課長に提出するものとする。
申請を行う者は、事務局の要請に基づき、次の各号に掲げる書面を提出するものとする。
一　	建築物衛生法第12条の２第１項第１号に規定する建築物清掃業又は第８号に規定する建築物　環境
衛生総合管理業の登録を受けていることを証明する書面の写し
二	　特定技能外国人の就業場所が確認できる書面の写し
三	　その他必要な書面

厚
生
労
働
省

介
護

介護分野
特定技能協議会

9,815法人
※ 就労中の特定技能外国人が在
籍していない法人も含む
（令和７年７月24日時点）

【加入要件】
・介護分野における特定技能所属機関になろうとする者
・協議会の設置の目的を理解し、設置要綱を遵守するとともに、協議会に対し、必要な協力を行う者

【確認方法】
下記提出書類に必要事項を記載の上、事務局に提出するものとする。
１．入会申請時の必要書類（受入れ予定の事業所ごとに計2点）：
①「事業所の指定通知書」
②「介護分野における業務を行わせる事業所の概要書等（分野参考様式第1-2号）」
２．外国人登録時の必要書類（外国人ごとに計3点）：
①「雇用条件書（別紙「賃金の支払」含む）（参考様式第1-6号） 」
②「1号特定技能外国人支援計画書（参考様式第1-17号）」
③「在留カード写し」

分野別運用要領で定める「ビルクリーニ
ング分野特定技能外国人が従事できる業
務」の確認方法等手続きにおいて講じる
措置
・「ビルクリーニング分野特定技能外国
人が従事できる業務について」
（令和５年 10 月 17 日）
※分野別運用要領で定める従事できる業
務について詳しく解説したもの
・「現場を管理する者としての実務経験
の内容及びその確認方法等に関する規
程」（令和５年 10 月 17 日）
※特定技能2号評価試験の受験資格と
なっている「現場を管理するうえでの実
務経験が2年以上」の実務経験について
解説したものと申込時の提出様式
・「現場を管理する者としての実務経験
の内容及びその確認方法等に関する規程
（令和５年 10月 17 日ビルクリーニング
分野特定技能協議会決定第２号）第５条
に基づく実地調査等に関する細則」（令
和５年 10 月 17 日）
その他
・「ビルクリーニング分野特定技能協議
会設置要綱」の一部改正
・「ビルクリーニング分野特定技能協議
会入会規程」の一部改正

特定技能所属機関等による労
働関係法令違反の疑いがある
情報等の提供を受けたとき、
これを指導・監督等の端緒と
して活用できることから、協
議会においては、構成員に対
し、特定技能外国人の適正な
受入及び保護に有益な情報の
共有を図っている。
なお、特定技能外国人からの
直接の相談体制は設けている
が、相談対応の実績はない。

特定技能外国人による加入企
業に対する相談がなされた場
合は、制度所管に情報を提供
することとしている。
制度所管へ連絡を行うべき違
反は発生していない。

協議会において構成員に対
し、周知を行う。

協議会において、
特定技能所属機関は、調査又は指導
に対し、必要な協力を行うこととさ
れている。

協議会の決議により当該構
成員を除名することができ
る。
　一　構成員が出入国管理
及び難民認定法第七条第一
項第二号の基準を定める省
令及び特定技能雇用契約及
び一号特定技能外国人支援
計画の基準等を定める省令
の規定に基づきビルクリー
ニング分野について特定の
産業上の分野に特有の事情
に鑑みて当該分野を所管す
る関係行政機関の長が定め
る基準（平成３１年３月１
５日厚生労働省告示第67
号）第２条に定める基準に
適合しなくなったと認める
とき。
　二　虚偽または不正な手
段により協議会に加入した
とき。
　三　前号のほか、特定技
能外国人の適正な受入れ及
び特定技能外国人の保護を
図るために構成員を除名す
べき正当な理由があると
き。

特定技能外国人からの相談
や、巡回訪問等を通して不適
切な事案を把握した場合に
は、関係省庁や専門家と協議
のうえ、改善を助言する。ま
た、必要に応じて労働局や入
管庁への情報共有を行う。
不適切な事案の疑いがあり対
応した件数は、令和６年度に
おいて、
特定技能外国人からの相談を
契機にしたもの：３件
巡回訪問を契機にしたもの：
７件
であった。

特定技能外国人からの相談
や、巡回訪問等を通して不適
切な事案を把握した場合に
は、関係省庁や専門家と協議
のうえ、改善を助言する。ま
た、必要に応じて労働局や入
管庁への情報共有を行う。
令和６年度実績（不適切な事
案という疑いがあり、対応し
た件数）は、
相談：３件
巡回訪問：７件であった。

協議会において構成員に対
し、周知を行う。
また、特定技能外国人に対
して、SNSやホームページ
を通じて周知を行う。

必要な調査、指導、情報の収集、意
見の聴取その他業務（協議会や厚生
労働省補助事業において実施する調
査や特定技能外国人の受入事業所に
対する巡回訪問を含む。）
令和６年度の巡回訪問の実績は、
受入機関：899法人
受入事業所：1,000事業所
対象外国人：1,819名
であった。

事務局は当該構成員に指
導を行い、再三の指導等
によっても改善が見られ
ない場合には、事務局が
強制的に当該構成員の脱
退手続きを行うことがで
きる。

・介護分野における特定技能協議会入
会規程の改正（入会手続きの見直し、
訪問系サービスに特定技能外国人を従
事させる場合の資格確認等）
・介護分野の特定技能外国人の適正な
受入れを行うために講じる措置等（資
格要件を欠く疑いがある構成員の情報
提供等）
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特定技能制度における分野別協議会の状況について

所管
省庁

分野 協議会名 加入企業数 加入要件・確認方法 これまでの主要な協議会決定事項
加入企業に対する
相談体制・相談件数

(R4年度～R6年度の各年度)
加入企業への指導等の方法 法令遵守の啓発方法 協議会決定事項遵守の確認方法

協議会決定事項に
違反したときの措置

国
土
交
通
省

建
設

建設分野
特定技能協議会

協議会の構成員は以下の通り。
・特定技能外国人受入事業実施
法人（（一社）建設技能人材機
構）※

・警察庁
・法務省
・外務省
・厚生労働省
・国土交通省
※全ての特定技能所属機関（約
19,000社）が特定技能外国人受
入事業実施法人に加入又は同法
人の会員団体に加入している。

（一社）建設技能人材機構
（JAC）の会員数（令和７年８
月４日時点）
・正会員：55団体
・賛助会員：1団体
　　　　　3,066社

【特定技能所属機関の特定技能外国人受入事業実施法人への加入状況の確認方法】
建設特定技能受入計画の認定を地方整備局に申請する際に、特定技能外国人受入事業実施法人への加入
を証する書面の写し又は同法人の会員団体への加入を証する書面の写しの提出を義務づけている。

経
済
産
業
省

工
業
製
品
製
造
業

製造業特定技能外国人材
受入れ協議・連絡会

・受入れ機関
（右記①）
　13,576機関
（令和7年8月22日時点）
・関係機関
（右記②）
　1,148機関
（令和7年8月22日時点）

【加入要件】
①工業製品製造業分野の特定技能外国人を雇用する特定技能所属機関又は特定技能所属機関になろうと
する本邦の公私の機関
②地方公共団体、経済団体その他の団体（①に該当する機関を除く。）であって、協議・連絡会の目的
に賛同し、協議・連絡会の行う情報把握や周知等に協力するもの
③出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の基準を定める省令及び特定技能雇用契約及び一号特
定技能外国人支援計画の基準等を定める省令の規定に基づき工業製品製造業分野に特有の事情に鑑みて
定める基準（令和4年経済産業省告示第127号）第4条の登録を受けた法人
※その他、経済産業省、制度関係機関（法務省、警察庁、外務省、厚生労働省）が構成員となってい
る。
【確認方法】
①②製造業特定技能外国人材受入れ協議・連絡会運営要領（以下「運営要領」という。）第10条に定め
る事項を事務局宛に届け出るものとする。

・協議会規約の改正
・外国人受入れにおける募集採用の適
正化、適正な労働条件確保、安全衛生
確保等の適正な雇用管理（周知）
・19区分から3区分への業務区分の統
合（周知）
・新試験のスケジュール及び研修・講
習等に対する支援（周知）

【相談体制】
特定技能外国人受入事業実施
法人において、随時相談を受
け付けている。

【相談件数】
約220件/月

なお、特定技能外国人からの
直接の相談受付体制として、
全ての特定技能受入機関が加
入する登録法人（JAC）が協
議会に参加しているため、JAC
に相談窓口を設けている（件
数約220件/月）。

特定技能外国人受入事業実施
法人が委托する適正就労監理
機関において、巡回訪問や指
導等を実施する。

なお、令和６年度の巡回件数
は1,491件、指導等件数は延
べ7,573件であった。

特定技能外国人受入事業実
施法人において、特定技能
所属機関に対して周知を行
う。

協議会規約により、協議会の活動に
対し、必要な協力を行うことを遵守
させている。

特定技能外国人受入事業
実施法人は、総会決議に
より、会員を退会させる
ことができる。

【相談体制】
随時相談を受け付け、必要に
応じて関係機関に照会を行っ
ている。

【加入企業からの相談件数】
令和４年度：12,189件
令和５年度：8,948件
令和６年度：11,702件

なお、特定技能外国人に対し
ては、多言語対応の相談窓口
を設置している。一般社団法
人工業製品製造技能人材機構
（略称「JAIM」）において
も、同様の多言語対応の相談
窓口を設置予定である。

【特定技能外国人からの相談
件数】
令和４年度：303件
令和５年度：639件
令和６年度：1,352件

加入企業への実態調査を通し
て優れた取組をしている企業
の事例収集・紹介等を実施し
てきている。なお、これまで
に、違反事例や書面や口頭に
よる指導を行った事例はな
い。

協議会において構成員に対
し、周知を行う。

運営要領第3条の規定に基づき、協
議会において、報告徴収、資料要
求、意見聴取、現地調査を行うこと
ができる。なお、事業所が行ってい
る産業の特性を踏まえて特に講じる
措置（繊維工業、印刷・同関連業、
こん包業）については、協議会入会
時に確認することとしており、これ
までの確認件数は215件である。

運営要領第14条の規定に
基づき、特定技能所属機
関等を除名させることが
できる。

事業所が行っている産業の特性を踏ま
えて特に講じる措置（繊維工業、印
刷・同関連業、こん包業）
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特定技能制度における分野別協議会の状況について

所管
省庁

分野 協議会名 加入企業数 加入要件・確認方法 これまでの主要な協議会決定事項
加入企業に対する
相談体制・相談件数

(R4年度～R6年度の各年度)
加入企業への指導等の方法 法令遵守の啓発方法 協議会決定事項遵守の確認方法

協議会決定事項に
違反したときの措置

国
土
交
通
省

自
動
車
整
備

自動車整備分野
特定技能協議会

2,844社
（令和7年8月5日時点）

【加入条件】
＜特定技能所属機関＞
特定技能外国人が所属する事業場が地方運輸局の認証を受けていること（道路運送車両法第78条の自動
車特定整備事業の認証）

＜登録支援機関＞
自動車整備士資格等を有する者が在籍していること

・協議会規約、運営規定について決定
（令和元年6月19日）
・運営規定一部改正
（令和3年3月23日）

【相談体制】
国土交通省本省及び地方運輸
局にて随時相談を受けてい
る。

【相談件数】
件数は不明（各機関とも恒常
的に数件/日の相談がある状
況）
特定技能外国人から、直接の
相談窓口等は特別に用意して
いないが、仮に相談がある場
合は国土交通省本省及び地方
運輸局にて随時相談が可能と
なっている。

口頭、文書にて通知し、必要
に応じて改善状況の報告徴収
を行う。

協議会の加入にあたり法令
遵守することを誓約させて
いる。
また、協議会（事務局）に
おいて構成員に対し必要に
応じて、周知を行う。

協議会に対し、必要な協力を行うこ
とを遵守させている。

協議会は、決議により特
定技能所属機関等を退会
させることができる。

国
土
交
通
省

造
船
・
舶
用
工
業

造船・舶用工業分野
特定技能協議会

1,643社
（令和７年８月20日時点）

【加入要件】
・造船・舶用工業分野に係る事業を営む者であること
（１）造船業については、以下のいずれかに該当する者とする
　①造船法第５条第１項第１号又は第２号の届出を行っている者
　②小型船造船業法第４条の登録を受けている者
　③上記①、②の者からの委託を受けて船体の一部の製造・修繕を行う者
（２）舶用工業については、以下のいずれかに該当する者とする
　①造船法第５条第１項第３号又は第４号の届出を行っている者
　②船舶安全法第６条の２の事業場の認定を受けている者
　③船舶安全法第６条の３の整備規程の認可を受けている者
　④船舶安全法第６条の３の事業場の認定を受けている者
　⑤船舶安全法第６条の４の整備規程の認可を受けている者
　⑥船舶安全法第６条の４の事業場の認定を受けている者
　⑦船舶安全法第６条の５の型式承認を受けている者
　⑧海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律の規定に基づき、上記②から④及び⑦までに相当する
制度の適用を受けている者
　⑨産業標準化法第３０条第１項の規定に基づき、部門記号Ｆに分類される鉱工業品に係る日本産業規
格について登録を受けた者の認証を受けている者
　⑩船舶安全法第２条第１項に掲げる事項に係る物件（構成部品等を含む。）の製造又は修繕を行う者
　⑪造船造機統計調査規則第５条第２号に規定する船舶用機関又は船舶用品（構成部品等を含む。）の
製造又は修繕を行う者であって同規則に基づき調査票の提出を行っているもの
　⑫上記以外で、①から⑪までに規定する者に準ずるものとして国土交通省海事局船舶産業課長が認め
る者

【確認方法】
・確認申請書に必要事項を記載の上、国土交通省海事局船舶産業課長に提出するものとする。
・確認申請書には、登記事項証明書を添付すること。また、（１）③又は（２）⑩、⑫のいずれかに該
当する者は、当該項目に該当することを証明する書類を添付するものとする。

【相談体制】
随時相談を受け付け、必要に
応じて関係機関に照会を行っ
ている。

【相談件数】
年数件程度

なお、特定技能外国人からの
直接の相談体制は設けている
が、相談対応の実績はない。

文書等で指導し、必要に応じ
て報告徴収を行う。
令和6年度は110件の指導・
指摘を行った。

協議会において構成員に対
し、周知を行う。

協議会に対し、必要な協力を行うこ
とを遵守させている。
令和6年度は478件の巡回指導を実
施した。

協議会は、決議により特
定技能所属機関等を退会
させることができる。

・協議会規約の改正
・事務取扱要領の改正
・外国人の受入れ企業における取組に
係る優良事例（周知）
・業務区分の6区分から3区分への見直
し（周知）
・労働安全衛生の確保に係る巡回指導
の結果（周知）
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特定技能制度における分野別協議会の状況について

所管
省庁

分野 協議会名 加入企業数 加入要件・確認方法 これまでの主要な協議会決定事項
加入企業に対する
相談体制・相談件数

(R4年度～R6年度の各年度)
加入企業への指導等の方法 法令遵守の啓発方法 協議会決定事項遵守の確認方法

協議会決定事項に
違反したときの措置

国
土
交
通
省

宿
泊

宿泊分野
特定技能協議会

約700社
（令和７年７月31日時点）

【加入要件】（特定技能所属機関の要件）
・旅館業法第３条第１項の旅館・ホテル営業の許可を受けていること。
・特定技能外国人を、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第６項第４号に規定す
る施設において就労させないこととしていること。
・特定技能外国人に、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第３項に規定する接待
を行わせないこととしていること。

【確認方法】
協議会事務局において確認を行う。

・協議会規約の改正（事務局名の変
更）
・「宿泊分野特定技能協議会の運営に
ついて」の改正（特定技能所属機関、
支援機関の遵守事項の追加）

【相談体制】
随時相談を受け付け、必要に
応じて関係機関に照会を行っ
ている。

【相談件数】
１週間に約５件

なお、特定技能外国人からの
直接の相談受付体制は設けて
いるところ、対応件数は１件
であった。

文書で通知をし、改善状況に
ついて報告徴収を行う。

判明した違反件数及び指導
（書面・口頭）件数は１件で
あった。

協議会において構成員に対
し、周知を行う。

協議会において、報告徴収、資料要
求、意見聴取、現地調査を行うこと
ができる。

協議会は、決議により特
定技能所属機関等を退会
させることができる。

国
土
交
通
省

自
動
車
運
送
業

自動車運送業分野
特定技能協議会

所属機関：285社
登録支援機関：163社
（令和７年７月31日時点）

【加入要件】
・道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第２条第２項に規定する自動車運送事業（貨物利用運送事業
法（平成元年法律第 82 号）第２条第８項に規定する第二種貨物利用運送事業を含む。）を経営する者
・運転者職場環境良好度認証制度（働きやすい職場認証制度）に基づく認証を受けた者又はＧマーク制
度に基づく安全性優良事業所を有する者

【確認方法】
・自動車運送業分野特定技能協議会加入届出書（ＷＥＢフォーム）に必要事項を入力の上、国土交通省
に送付する。
・国土交通省は、入力された働きやすい職場認証登録番号又はＧマーク取得事業所認定証番号を関係機
関に照会の上、認証の有無を確認する。
※照会先：
働きやすい職場認証登録番号：一般財団法人日本海事協会
Ｇマーク取得事業所認定証番号：公益社団法人全日本トラック協会

・特定技能外国人の受入れに係る制度
の趣旨の周知
・各機関における取組の共有
・その他、必要な情報・課題の共有、
協議等

【相談体制】
随時相談を受け付け、必要に
応じて関係機関に照会を行っ
ている。

【相談件数】
随時受け付けており、集計等
は特段実施していない。

文書で通知をし、改善状況に
ついて報告徴収を行う。

協議会の加入にあたり法令
遵守等、協議会にて定める
事項を遵守することを誓約
させている。
また、協議会において構成
員に対し、周知を行う。

協議において、報告徴収、資料要
求、意見聴取、現地調査を行い、特
定技能所属機関等に対し、調査等へ
の必要な協力を求めることができ
る。

協議会にて定める遵守事
項に従わない特定技能所
属機関等について、協議
会からの退会を決定する
ことができる。

国
土
交
通
省

航
空

航空分野
特定技能協議会

114社
（令和7年8月6日時点）

【加入要件】
航空分野に係る事業を営む者
　上記については、以下のいずれかに該当する者とする。
・空港管理規則第１２条第１項若しくは第１２条の２第１項の承認を受けた者（航空法第１００条第１
項の許可を受けた者を含む。）若しくは同規則第１３条第１項の承認を受けた者
・空港管理規則第１２条第１項、第１２条の２第１項若しくは第１３条第１項の規定に準じて定められ
た条例、規則その他の規程の規定に相当するものに基づき空港管理者により営業を行うことを認められ
た者
・航空法第２０条第１項第３号、第４号若しくは第７号の能力について同項の国土交通大臣による認定
を受けた者

【確認方法】
・航空分野特定技能協議会加入届出書に必要事項を記載の上、国土交通省航空局航空ネットワーク企画
課若しくは安全
　政策課乗員政策室（事務局）あて提出するものとする。
・添付書類として空港の管理者等から受けた営業承認書類等の写し、若しくは航空機整備等に係る能力
について国土交通大臣による
　認定を受けた者であることを証明する書類の写し（業務委託等を受ける者である場合は、委託元に係
る前述の書類及び委託契約書の写し）を添付するものとする。

・航空分野特定技能協議会規約
・航空分野特定技能協議会加入届出書
等の様式の制定、改正
・特定技能外国人の受入れに係る制度
の趣旨や優良事例の周知
・人材確保の実態調査、分析、結果の
共有
・その他、必要な情報等の共有

【相談体制】
随時相談を受け付け、必要に
応じて関係機関に照会を行っ
ている。

【相談件数】
月に２～３件程度

なお、特定技能外国人からの
直接の相談体制は設けている
が、相談対応の実績はない。

口頭、文書にて通知し、必要
に応じて改善状況の報告徴収
を行う。

協議会において構成員に対
し必要に応じて、周知を行
う。

協議会に対し、必要な協力を行うこ
とを遵守することとしている。

協議会は、決議により特
定技能所属機関等を退会
させることができる。
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特定技能制度における分野別協議会の状況について

所管
省庁

分野 協議会名 加入企業数 加入要件・確認方法 これまでの主要な協議会決定事項
加入企業に対する
相談体制・相談件数

(R4年度～R6年度の各年度)
加入企業への指導等の方法 法令遵守の啓発方法 協議会決定事項遵守の確認方法

協議会決定事項に
違反したときの措置

国
土
交
通
省

鉄
道

鉄道分野
特定技能協議会

29社
※特定技能所属機関・登録支援
機関
（令和7年8月5日時点）

【加入要件】
・鉄道事業法（昭和 61 年法律第 92 号）による鉄道事業者、軌道法（大正 10 年法律第 76 号）による軌
道経営者その他鉄道事業又は軌道事業の用に供する施設若しくは車両の整備又は車両の製造に係る事業
を営む者であること。
・鉄道分野特定技能協議会運営規程第７条第１項に定める事項を遵守すること

【確認方法】
特定技能所属機関、登録支援機関それぞれが所定の様式を送付し、国土交通省鉄道局技術企画課におい
て審査を実施する。
また、特定技能所属機関にあっては申請時に以下の証明書類を添付を義務付けている。
・鉄道事業法による鉄道事業者、軌道法による軌道経営者以外の事業者については、鉄道事業又は軌道
事業の用に供する施設若しくは車両の整備又は車両の製造に係る事業を営む者であることを証明する書
類の写し等（鉄道事業者や軌道経営者等からの業務委託契約書の写し等）。

・鉄道分野特定技能協議会規約
（目的、活動内容等を規定）
・鉄道分野特定技能協議会運営規程
（各種の届出方法、構成員の遵守事項
等を規定）

【相談体制】
随時相談を受け付け、必要に
応じて関係機関に照会等を行
い、情報共有等を行ってい
る。

【相談件数】
週数件程度。

協議会の構成員は、協議会の
行う調査等に対して必要な協
力を実施することとしてい
る。
なお、違反件数及び指導件数
はなかった。

協議会運営規程において、
協議会の構成員は出入国管
理及び難民認定法その他法
令を遵守することとしてい
る。また、必要に応じ協議
会の構成員に対し法令遵守
等について周知している。

協議会の構成員は、協議会の行う調
査等に対して必要な協力を実施する
こととしている。
巡回指導等は不定期に実施してい
る。

協議会の構成員は、協議
会の行う調査等に対して
必要な協力を実施するこ
ととしている。また、協
議会は、その決議によ
り、遵守事項を遵守しな
い特定技能所属機関等を
退会させることが
できることとしている。

農
林
水
産
省

農
業

農業特定技能協議会
10,882社
（令和６年12月末時点）

【入会方法】
　協議会の構成員となろうとする特定技能所属機関は、農林水産省が定める方法により、次に掲げる事
項を農林水産省に申請。
①氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
②耕種農業、畜産農業、派遣事業のいずれかを行っていること、「農業特定技能協議会」規約への同意
等に誓約すること
③その他農林水産省が別に定める申請様式で定める事項
　上記の申請内容に不備がない場合は、申請者を協議会の構成員とするものとする。

・「農業特定技能協議会」規約
（平成31年３月27日）
・農業特定技能協議会の構成員である
ことの証明の方法の決定について（令
和元年５月28日）
・特定技能制度に関するアンケート調
査の実施について
（令和元年９月５日）
・農業分野の特定技能外国人の適正な
受入れを行うために講じる措置等（令
和７年７月31日）

【相談体制】
随時相談を受け付け、必要に
応じて関係機関に照会を行っ
ている。

【相談件数】
随時受け付けており、集計等
は特段実施していないが、別
途設けている相談窓口におい
ては、月80件程度の企業から
相談を受けているほか、月20
件弱の特定技能外国人から相
談を受けている。

協議会の規約において、協議
会の構成員は協議会が情報の
提供等の協力を求めたときは
これに協力するものとされて
おり、協議会は必要に応じて
文書等で通知を行い、改善状
況について報告徴収等を行
う。

判明した違反件数及び指導
（書面・口頭）件数の集計等
は特段実施していない。

協議会において、構成員に
対して協議又は情報共有を
行う。

協議会の規約において、協議会の構
成員は協議会が情報の提供等の協力
を求めたときはこれに協力するもの
とされており、必要に応じて、協議
会において、報告徴収、資料要求、
意見聴取、現地調査等を行う。

地方出先機関と連携して現地調査等
を随時行っているが、その頻度の集
計等は特段実施していない。

構成員が協議会に対する
協力を怠った場合等、協
議会は、当該特定技能所
属機関を構成員から除名
することができる。

構成員が協議会の運営を
妨げ、又は信用を失わせ
ると認められる行為をし
たとき等において、協議
会の決議により資格の停
止、取消その他の必要な
処分を行うとしている。

農
林
水
産
省

漁
業

漁業特定技能協議会
2,012経営体
（令和７年7月25日時点）

【加入要件】
　漁業分野の特定技能雇用契約の相手方となる本邦の公私の機関であって、
協議会の２号構成員（漁業団体や地方自治体）のいずれかに直接又は間接に所属、あるいは指導、助言
を受けることとしている者で、さらに以下要件を満たすこと。
・ 特定技能制度その他外国人の受入れを正しく理解している。
・ 協議会において協議が調った事項に関する措置を講じている。
・ 協議会及びその構成員が行う報告の徴収、資料の要求、現地調査その他の指導に対し、必要な協力を
行う等

【確認方法】
　協議会への加入申請書が２号構成員に提出された際に、２号構成員は提出された書類により適当と認
められること、指導及び助言ができることを確認する。その後、協議会の共同事務局（一般社団法人大
日本水産会）に加入申請書を提出し、共同事務局は申請者が協議会の構成員であることの要件を満たす
ことを確認する。

・漁業特定技能協議会運営関連（運営
要領、幹事会構成員、構成員資格取扱
要領、分科会の設置）
・１号構成員資格証明書交付手続規則
・特定技能所属機関による外国人材の
引き抜き防止に係る申し合わせ
・特定技能外国人の安全性の確保
・特定技能所属機関による外国人材の
配乗人数に係る申し合わせ
・特定技能外国人等の配乗人数の報告
・派遣形態による特定技能外国人の受
け入れについて
・２号漁業技能測定試験の受験手続等
に関する規則
・新たな２号構成員資格の確認

【相談体制】
すでに協議会に加入している
者からの相談については、所
属する２号構成員が行ってお
り、制度自体や協議会加入に
係る相談等については、協議
会事務局（水産庁及び大日本
水産会）が随時受け付けてい
る。

【相談件数】
日常多くの相談を受け付けて
おり、相談件数という形で集
計は行っていない。

２号構成員に対して文書等に
て通知をし、当該２号構成員
より指導・助言を行う。
協議会決定事項である漁船の
配乗人数について、半年に一
度、書面による配乗人数の確
認を行っており、適宜指導を
行っている。また年に一度、
書面による安全対策等の注意
喚起の指導行っている。

協議会を開催し、２号構成
員を通じて周知を行う。

協議会において、報告徴収、資料要
求、意見聴取、現地調査を行うこと
ができる。
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特定技能制度における分野別協議会の状況について

所管
省庁

分野 協議会名 加入企業数 加入要件・確認方法 これまでの主要な協議会決定事項
加入企業に対する
相談体制・相談件数

(R4年度～R6年度の各年度)
加入企業への指導等の方法 法令遵守の啓発方法 協議会決定事項遵守の確認方法

協議会決定事項に
違反したときの措置

【加入要件】
（１）飲食料品製造業分野
・日本標準産業分類に掲げる産業のうち、主として次のいずれかに掲げるものを行っていること。
　①中分類09食料品製造業
　②小分類101清涼飲料製造業
　③小分類103茶・コーヒー製造業（清涼飲料業を除く）
　④小分類104製氷業
　⑤細分類5621総合スーパーマーケット（ただし、食料品製造を行うものに限る。）
　⑥細分類5811食料品スーパーマーケット（ただし、食料品製造を行うものに限る。）
　⑦細分類5861菓子小売業（製造小売）
　⑧細分類5863パン小売業（製造小売）
　⑨細分類5896豆腐・かまぼこ等加工食品小売業（ただし、豆腐・かまぼこ等加工食品の製造を行うも
のに限る。）

（２）外食業分野
・飲食サービス業を行っている事業所であること。
　なお、旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第３条第１項の許可（旅館・ホテル営業の許可に限
る。）を受けた者が営む同法第２条第２項に規定する旅館・ホテル営業に係る施設に設けられた営業所
であって、風営法第３条第１項の許可（同法第２条第１項第１号に規定する風俗営業の種別に係るもの
に限る。）を受けて営んでいる風俗営業の営業所（以下「対象旅館等」という。）で受入れる場合は、
接待防止マニュアルを提出、並びに特定技能外国人に接待を行わせないこと等を誓約すること。

【確認方法】
・食品産業特定技能協議会HPより、必要事項を記入の上、同協議会に申請するものとする。
　申請書内容の根拠となる、「特定技能雇用契約に係る届出書の写し」、「飲食料品製造業分野におけ
る特定技能外国人の受入れに関する誓約書の写し」、「外食業分野における特定技能外国人の受入れに
関する誓約書の写し」、その他書類（保健所長の営業許可の写し、登記事項証明書、定款の写し、決算
書類等の売上高が確認できる書類等）の提出を受け、当該協議会の構成員であることの要件を満たすこ
とを確認する。
・（１）の総合スーパーマーケット（ただし、食料品製造を行うものに限る。）又は食料品ス―パー
マーケット（ただし、食料品製造を行うものに限る。）を行っている場合については、販売業務に従事
させないことの誓約書を確認する。
・（２）のなお書きについては、接待防止マニュアル、誓約書、風営法の営業許可の写し、旅館業法の
営業許可の写しを確認する。

農
林
水
産
省

飲
食
料
品
製
造
業
・
外
食
業

食品産業
特定技能協議会

18,387社
（令和７年６月末時点）

・「特定技能所属機関による外国人労
働者の引き抜き防止に係る申し合わ
せ」（平成31年３月29日）
・「食品産業特定技能協議会規約」
（平成31年３月29日決定／令和3年８
月16日一部改正／令和７年５月30日一
部改正）
・「食品産業特定技能協議会入会規
程」（平成31年３月29日決定／令和６
年７月23日一部改正／令和７年５月30
日一部改正）
・「特定技能外国人の受入れに係る関
係法令の遵守の徹底について」（令和
７年５月15日）

【相談体制】
随時相談を受け付け、必要に
応じて関係機関に照会を行っ
ている。

【相談件数】
令和４年度1,409件
令和５年度2,045件
令和６年度2,884件

また、特定技能外国人からの
直接の相談件数は以下のとお
り。
令和４年度117件
令和５年度149件
令和６年度170件

上乗せ告示において、協議会
の構成員は、農林水産省が行
う調査、指導その他の活動に
対し、必要な協力を行うこと
としているとともに、分野別
運用方針において、構成員は
協議会に対して、必要な協力
を行うことが明記しており、
必要に応じて、文書の発出な
どを行い改善状況について報
告徴収等を行う。

なお、令和７年５月に入管法
に基づく改善命令があったこ
とを受け、協議会として臨時
の運営委員会を開催し、構成
員全体に対し、「特定技能外
国人の受入れに係る関係法令
の遵守の徹底について」（通
知）を発出、周知を行った。

上乗せ告示において、協議
会の構成員は、協議会が行
う調査、情報の共有につい
て必要な協力を行うことと
している。また、協議会規
約において、協議会の活動
として、構成員に対する法
令遵守の啓発を行うことと
している。

分野別運用方針において、協議会の
構成員に対して、農林水産省が実施
する調査等への必要な協力、協議会
への必要な協力を求めることができ
ることとしている。
なお、巡回指導の実績はない（協議
会で情報を得た等の場合において、
適宜実施を予定）。

協議会は、決議により特
定技能所属機関等を除
名・公表、以後の加入を
認めないことができる。

                            8



特定技能制度における分野別協議会の状況について

所管
省庁

分野 協議会名 加入企業数 加入要件・確認方法 これまでの主要な協議会決定事項
加入企業に対する
相談体制・相談件数

(R4年度～R6年度の各年度)
加入企業への指導等の方法 法令遵守の啓発方法 協議会決定事項遵守の確認方法

協議会決定事項に
違反したときの措置

・林業特定技能協議会組織運営要領
（令和６年10月９日）
・林業特定技能協議会構成員
　資格取扱要領
（令和６年10月９日）
・特定技能外国人の労働安全の確保
（令和６年10月９日）

【相談体制】
随時、事務局にて相談を受け
付け、必要に応じて協議会や
関係機関に照会を行うことと
している。

【相談件数】
令和６年10月設置以降、実績
なし。
なお、特定技能外国人からの
直接の相談は、事務局におい
て受け付けている。

案件毎に協議会で協議し決定
をする（基本的に、文書で通
知をし、改善状況について報
告徴収を行うことを想定。）
なお、違反件数及び指導件数
は０件であった。

協議会において構成員に対
し、周知を行う。

協議会において、報告徴収、資料要
求、意見聴取、現地調査を行うこと
ができる。
なお、巡回指導等の実績はない（協
議会で情報を得た等の場合におい
て、適宜実施を予定）。

農
林
水
産
省

木
材
産
業

木材産業
特定技能協議会

21社
（令和7年7月30日時点）

【加入要件】
①特定技能外国人を勤務させる事業所において、日本標準産業分類に掲げる産業のうち、次のいずれか
を行っていること（上乗せ基準告示に規定）
・小分類121　製材業、木製品製造業
・細分類1221　合板製造業
・細分類1223　集成材製造業
・細分類1224　建築用木製組立材料製造業
・細分類1227　銘木製造業
・細分類1228　床板製造業

②特定技能外国人を勤務させる事業所において、「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個
別規範：木材産業）事業者向け」に基づく取組を行い、その取組状況について（一社）全国木材組合連
合会の確認を受けていること

【確認方法】
協議会入会申請書に必要事項を記載の上、次の書類を添付して協議会事務局（林野庁木材産業課）に提
出するものとする。
・定款の写し又はこれに代わる書面
・特定技能外国人を勤務させる事業所の設備機械一覧表
・②の確認を受けたことを証する書面（全国木材組合連合会が発行する確認証）

・木材産業特定技能協議会運営要領
（令和6年10月9日/令和7年7月30日一
部改正）
・木材産業特定技能協議会入会規程
（令和6年10月9日）
・特定技能外国人の労働安全の確保の
ために講ずる措置について
（令和6年10月9日）

農
林
水
産
省

林
業

林業分野
特定技能協議会

14社
（令和7年8月1日時点）

【加入要件】
以下のいずれかに該当する者とする。
・林業労働力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第45号）第５条第１項の規定により都道府県知
事に認定を受けている
・森林経営管理法（平成30年法律第35号）第36条第２項の規定に基づき都道府県により公表されている
・種苗育成または製炭の作業のみに特定技能外国人を従事させる場合は、「農林水産業・食品産業の作
業安全のための規範（個別規範：林業）事業者向け」（令和３年２月26日林野庁）に沿って取り組んで
いる

【確認方法】
林野庁HPの申請フォームにて必要事項を記載の上、協議会事務局（林野庁経営課）に提出するものとす
る。
確認申請書には、以下の証明書類のうちいずれかを添付するものとする。
・林業労働力の確保の促進に関する法律に基づく改善計画認定通知書等の写し
・森林経営管理法第36条に基づく民間事業者として公表されているHP等の写し
・種苗育成または製炭の作業のみに特定技能外国人を従事させる場合は、取組状況について、全ての項
目を確認した農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：林業）事業者向けチェック
シート

協議会は、決議により特
定技能所属機関に対し資
格の停止、取り消しその
他の必要な処分を行うこ
とができる。

【相談体制】
事務局において、随時相談を
受け付けている。

【相談件数】
現時点で加入企業からの相談
はない。
なお、特定技能外国人からの
直接の相談は、事務局におい
て受け付けている。

メール、電話、文書等で通知
を行い、必要に応じて改善状
況について報告徴収を行う。
なお、違反件数及び指導件数
は０件であった。

協議会において構成員に対
し、周知を行う。

協議会において、意見聴取、現地調
査の実施その他の必要な協力を求め
ることができることとしている。
なお、巡回指導等の実績はない（協
議会で情報を得た等の場合におい
て、適宜実施を予定）。

協議会は、協議の上、協
議会決定事項に違反した
特定技能所属機関を構成
員から除名することがで
きる。

                            9


	（再修正）【セット版】会議資料一式.pdfから挿入したしおり
	★最新版　会議資料一式.pdfから挿入したしおり
	【資料１－１①】特定技能制度及び育成就労制度の分野別協議会について
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	02_【資料１－１②】特定技能制度の分野別協議会の状況について+ (1)
	分野修正意見反映 (溶け込み)

	（形式修正）【資料１ー２】生産性向上・国内人材確保　これまでの取組と成果+
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	スライド番号 34
	スライド番号 35
	スライド番号 36
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 40
	スライド番号 41
	スライド番号 42
	スライド番号 43
	スライド番号 44
	スライド番号 45
	スライド番号 46

	【資料１ー３】飲食料品製造業分野に係る補足説明資料
	スライド番号 1
	水産加工業におけるキャリアアップ

	（形式修正）【資料２】【有識者会議用】_特定技能制度及び育成就労制度の上乗せ基準等について
	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22

	（形式修正）【資料３①】【有識者会議用】育成就労制度における本人意向による転籍の制限（案）について
	スライド番号 1
	スライド番号 2

	（形式修正）【資料３②】【２年】転籍制限期間の理由
	Sheet1

	【資料３③】やむ転の頭紙
	スライド番号 1

	【資料３④】技能実習「やむを得ない事情」ポンチ



